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１．２００３年の２００３年の２００３年の２００３年のITITITIT（（（（Information TechnologyInformation TechnologyInformation TechnologyInformation Technology））））社会社会社会社会

日本全国の情報基盤の確立により、いつでもどこでも日本全国の情報基盤の確立により、いつでもどこでも日本全国の情報基盤の確立により、いつでもどこでも日本全国の情報基盤の確立により、いつでもどこでも安全安全安全安全でででで迅速迅速迅速迅速、かつ、かつ、かつ、かつグローバルグローバルグローバルグローバルなサービスが実現なサービスが実現なサービスが実現なサービスが実現....

■バイオメトリクス認証や暗号技術を用いた安全な情報システム基盤を提供できる（ICカードの活用）

■ブロードバンド（FTTH,ADSL,CATV,IMT-2000,Bluetooth）により、大容量コンテンツ（画像/映像/動画）の送受信ができる

■ IPｖ６により世界人口数以上のｱﾄﾞﾚｽ空間が実現でき、１人当たり複数個のｱﾄﾞﾚｽ（携帯電話/ﾊﾟｿｺﾝ/ﾃﾚﾋﾞ等）を保持できる

衛星デジタル放送

放送事業者

コンテンツ
サービス
プロバイダー

地上デジタル放送

ﾒｰﾃﾞｾﾝﾀ
情報ｾﾝﾀ

行政機関

会社（本社）

委託業者

病院

診療所

放 送放 送放 送放 送通 信通 信通 信通 信
認証局

ASPｾﾝﾀ
IDCｾﾝﾀ

調達/情報
公開ｾﾝﾀ

海外企業

工場

・ﾜﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ　 ・ﾏﾙﾁｱｸｾｽ

・ﾉﾝｽﾄｯﾌﾟｻｰﾋﾞｽ　 ・情報公開

・ﾍﾟｰﾊﾟﾚｽ化

行政行政行政行政

・遠隔映像診断/治療

・ﾊﾞｲﾀﾙﾃﾞｰﾀ,家族病歴等の管理

医療医療医療医療

図書館

学校

　・高齢者や障害者に対応した
　　ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽ
  （音声認識 / ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ認証）

バリアバリアバリアバリア
フリーフリーフリーフリー

・遠隔共同授業

（海外校や専門機関と連携授業）

・学校と家庭のｵｰﾌﾟﾝｷｬﾝﾊﾟｽ

教育教育教育教育

ブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ドブ ロ ー ド バ ン ド

・設計/製造/調達ﾃﾞｰﾀ共有による
  ﾘｰﾄﾞﾀｲﾑ短縮/ｺｽﾄ削減
・ﾘｱﾙﾀｲﾑ会議による迅速な決議
・在宅勤務等新たなﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾀｲﾙ
・消費者DBを利用したｻｰﾋﾞｽの向上

企業企業企業企業

（ICｶｰﾄﾞ,携帯電話,携帯端末機器,ﾊﾟｿｺﾝ,情報家電,ITS)（FTTH,ADSL,CATV,IMT-2000,Bluetooth, 家庭内LAN/ﾃﾞｼﾞﾀﾙ地上波,BS,CS ）

通 信 と 放 送 の 融 合通 信 と 放 送 の 融 合通 信 と 放 送 の 融 合通 信 と 放 送 の 融 合 ク ロ ス メ デ ィ ア 化ク ロ ス メ デ ィ ア 化ク ロ ス メ デ ィ ア 化ク ロ ス メ デ ィ ア 化

大容量
ｺﾝﾃﾝﾂICｶｰﾄﾞICｶｰﾄﾞ

ICｶｰﾄﾞ

大容量
ｺﾝﾃﾝﾂ

eSTB・消費者参加型ﾒﾃﾞｨｱ　・家電/AV機器の遠隔操作
・音楽やTV番組等のｺﾝﾃﾝﾂﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ

【音楽ﾃﾞｰﾀ5分5MBﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ時間】
FTTH：0.4秒、ADSL：27秒、ISDN：10分25秒

家庭家庭家庭家庭
ICｶｰﾄﾞ

VICSｾﾝﾀ

IPv6:Internet Protocol Version 6
IC:Integrated Circuit
IDC：Internet Ｄata Center
ASP：Application Service Provider
ITS：Intelligent Transport Systems
BS：Broadcasting Satellite
CS：Communication Satellite
LAN：Local Area Network

XML IPｖ6 位置情報

大容量
ｺﾝﾃﾝﾂ

FTTH:Fiber To The Home
ADSL:Asymmetric Digital Subscriber Line
CATV:Cable TeleVision
ISDN:Integrated Services Digital Network
XML:eXtensible Markup Language

IMT-2000:International Mobile Telecommunication 2000
VICS：Vehicle Information and Communication System

ICｶｰﾄﾞ

・自動料金支払
・事故や緊急時の警察/消防通報
JAF等への連絡

・前方の障害物や車間距離の計測
による運転支援

交通交通交通交通

家庭 車
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２．日本の行政・自治体の現状

１．旧来型の政治・行政手法
価値の多様化

様々な歪みの発生

バブルの発生と

　　　　　　　　失われた１０年

投票率の低下
［73.1%(1990) →
64.5%(2000)総選挙］

情報化対応の遅れ

将来への不安

• 成長力
• 制度（年金・保険…｡）

「経済的豊かさ」という共通の価値観

＜「所得倍増計画」昭和３５年１２月：池田内閣＞

［戦後の復興期～高度経済成長期］の成功体験

◆中央集権による効率的な推進

• 閉じられた話し合い

• 公共工事型施策

• 規制と指導

３．社会環境の変化
•少子・高齢化社会の進展

•住民の多様化（外国人就業者の増加）

２．国際環境
• プラザ合意（昭和６０年９月）などを契機とした

急激なグローバル化進展

• 冷戦終結

→所謂「平和の配当」

※（米国）国防費削減

→軍事技術の民間移転促進

→ＩＴ技術の急激な変化と民生活用

• ニューパブリックマネージメント（英：サッチャー政権）

→公共サービスの民営化など民間への移管と
ＰＦＩ＊の活用

民間の取組み（国際化）と
行政のギャップ

　（米国）

国家プロジェクトの推進
-情報スーパーハイウェイ-
多様なプレーヤの誕生

　　　　　　　　　と産業の再生

　　　　　　　（ニューエコノミー）

ＩＴ戦略による経済の活力
向上 閉塞感

中央集権から
地方分権へ

オープンな社会
経済環境

グローバル化

財政改革

経済再生

政治・行政に
対する不信

様々な現象

改革

改革への躊躇

民営化による活性化
ゴミ処理の民間移管（仏）

国営事業の民営化（英）

＊ＰＦＩ（Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）

「裁量型」

(例）
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経営の視点（立案から評価までとフィードバック）
民間活用（ＰＦＩ＊ ）

役割やルールの明確化と徹底した情報公開

（規制・指導型から監視・評価型へ）

活動基盤のグローバル化促進（制度・インフラ）

（中央）

　小さな政府

（地方）

　行政機能の高度化

３．日本の行政・自治体の課題

◆ 中央集権から地方分権へ

◆ オープンな社会経済環境

◆ グローバル化

◆ 財政改革

◆ 経済再生（民間）

機能の選択
国土や国家基盤の整備と維持
安全保障と外交
監視・評価

　課題

政策・経営基盤の確立（規模）
• 財政
• 人材

サービスの拡充と経営

＊ＰＦＩ（Ｐｒｉｖａｔｅ Ｆｉｎａｎｃｅ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ）

改革の視点

（県） 役割の見直し

（市町村） 機能の変質と責任の増大（業務委譲への対応）
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４．電子行政実現のために

基本構想基本構想基本構想基本構想（ ２００５年には、世界最先端のＩＴ国家を実現 ）

•ＩＴ基本法

•ｅ－ｊａｐａｎ構想

•ｅ－ａｓｉａ構想

•総合行政ネットワーク整備

１．地方分権への取組み１．地方分権への取組み１．地方分権への取組み１．地方分権への取組み ２．役割やルールの明確化と徹底した情報公開２．役割やルールの明確化と徹底した情報公開２．役割やルールの明確化と徹底した情報公開２．役割やルールの明確化と徹底した情報公開 ３．世界最高水準の高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸの形成３．世界最高水準の高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸの形成３．世界最高水準の高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸの形成３．世界最高水準の高度情報通信ﾈｯﾄﾜｰｸの形成

•地方分権一括法/合併特例法/地方自治法（政令指定都市・中核市・特例市）
•改正住民基本台帳法
•情報公開法
•電子署名法（電子署名及び認証業務に関する法律 ）

一極集中による弊害の是正、地域特性や民
間と国民との密接な関係を考慮した行政サ
ービスの提供。

□権限や財源の委譲と連
携

□（国）機能の選択と新しい
行政手法

※国家基盤の整備と
維持などへの特化と「
監視・評価」型の行政
手法

□（自治体）政策基盤の確
立や経営視点の行政運
営

※財政基盤の整備や
人材確保のための規
模（統合）

※政策立案能力を有
する人材の育成

※サービスの拡充と経
営

□効率的なシステム整備

□行政間情報連携基盤の
整備と活用【5-１】

※行政情報ネットワー
クや　認証基盤、文
書交換機能など

□経営マネジメントシステム
の　実装

□情報共有とナレッジ
マネジメント

□ＡＳＰなどの活用によるシ
ステム整備の効率化、共
用による統合時の対応
の容易化【5-1】

施策施策施策施策 ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野

行政の効率化や手続きの改善などを通じ、
社会経済活動全体のコスト削減と生活の利
便性向上を実現する。また、活動の公平性を
保証しオープンな環境を創出する。

□行政組織の役割とルール
の見直しと簡素化

※役割と責任の見直し
とオープン化

※組織の再編や権限
の委譲など

□対面主義や書面主義か
らの脱却

・電子媒体の利用認定

□情報管理と誰でもが簡単
に　利用できる公開の仕
組み

□民間や国民を顧客とした
業務プロセスとシステム
【5-1】． 【5-6】

□調達サイトなどのオープ
ンシステム【5-2】

□文書管理と情報公開

• 情報公開センター
【5-1】

□行政ポータルサイト
【5-1】

施策施策施策施策 ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野

新しい社会インフラである情報通信基盤を、
①官民共通の基盤として、②世界につながる
基盤として、整備促進する。

□情報スーパーハイウェイ
整備

• 行政が主導するネット
ワークの整備

• 行政と民間の共同利
用

□安全性・信頼性の保障

□利用促進

• 教育での活用

• 行政サービスでの活
用

• 民間利用への開放

　　IT産業の育成から

　　　　　　CS産業の育成に
(Contents Service産業)

□ＩＰ技術などの標準技術

※グローバルスタンダ
ードの観点

□多様な環境

※光ファイバーからモ
バイルまで

□誰もが簡単にアクセスで
きる仕組み【5-5】

※ＩＣカードを利用した
複数サービス利用

□セキュリティ

• インターネットセキュ
リティ、認証などの
新技術

□コンテンツ流通【5-4】

• 公共財産の活用と
流通

行政保有コンテンツ

ＮＨＫコンテンツ etc.

施策施策施策施策 ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野ＩＴ活用分野

※ＡＳＰ （Application Service Provider ）
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５．２００３年～の電子行政社会イメージ

調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター

国国国国国国国国

市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村 市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村 市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村

情報公開セン情報公開セン情報公開セン情報公開セン
ターターターター
情報公開セン情報公開セン情報公開セン情報公開セン
ターターターター

機能の縮小機能の縮小機能の縮小機能の縮小
↓↓↓↓

集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括

経営基盤の確立経営基盤の確立経営基盤の確立経営基盤の確立
（規模（規模（規模（規模    ＝＝＝＝    合併、統合）合併、統合）合併、統合）合併、統合）

集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　を行い、を行い、を行い、を行い、
効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る

都道府県で運営都道府県で運営都道府県で運営都道府県で運営
•運用の外部委託運用の外部委託運用の外部委託運用の外部委託
•民間への移行民間への移行民間への移行民間への移行
•情報の公開情報の公開情報の公開情報の公開

民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業 民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業

住民住民住民住民住民住民住民住民 住民住民住民住民住民住民住民住民

ASPASPASPASPセンターセンターセンターセンターASPASPASPASPセンターセンターセンターセンター

　共通サービスの提供　共通サービスの提供　共通サービスの提供　共通サービスの提供

権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

［小さな政府］［小さな政府］［小さな政府］［小さな政府］

•役割の見直し役割の見直し役割の見直し役割の見直し
•市町村への市町村への市町村への市町村への
機能移管機能移管機能移管機能移管

［行政の主体］［行政の主体］［行政の主体］［行政の主体］

都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県

事業セン事業セン事業セン事業セン
ターターターター
事業セン事業セン事業セン事業セン
ターターターター

事業の民営化・アウトソーシング事業の民営化・アウトソーシング事業の民営化・アウトソーシング事業の民営化・アウトソーシング
•ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理
•給食センター給食センター給食センター給食センター

(例）

自治事務などの市区町村への権限委譲
ex. パスポート交付（未定）

児童扶養手当の受給資格の認定（2001年8月施行）

市町村立高等学校の通学区域の指定など

• 国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務
• 従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務
　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）

民間活用
行政コストの軽減

•サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充
•経営経営経営経営

機能の変質（高度化）
責任の増加

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

窓
口
の
一
本
化

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

ポ
ー
タル

サ
イト

窓
口
の
一
本
化

公共サービスのビジネス化
利用者の利便性の向上

ビジネスの効率化・機動的活動

•ビジネス機会の増大
•コスト削減

行政・民間の
シームレスなポータルサイト

ＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣ

※IDC （ Internet Data Center ）

◆　地方分権の進展による行政機能の新しい姿

グローバルグローバルグローバルグローバル
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ＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣＩＤＣ

５－１．２００３年～の電子社会イメージ（県の役割と市町村の役割）

■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会 ■　役割の変化■　役割の変化■　役割の変化■　役割の変化

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•中央集権による運営中央集権による運営中央集権による運営中央集権による運営

人と金の集中と上位下達型の裁量型行政による責任の所在等不明確人と金の集中と上位下達型の裁量型行政による責任の所在等不明確人と金の集中と上位下達型の裁量型行政による責任の所在等不明確人と金の集中と上位下達型の裁量型行政による責任の所在等不明確

一極集中による地方の脆弱化一極集中による地方の脆弱化一極集中による地方の脆弱化一極集中による地方の脆弱化

•コスト面コスト面コスト面コスト面

各都道府県、市町村毎にシステム構築／運用が必要となる。各都道府県、市町村毎にシステム構築／運用が必要となる。各都道府県、市町村毎にシステム構築／運用が必要となる。各都道府県、市町村毎にシステム構築／運用が必要となる。

•サービス提供サービス提供サービス提供サービス提供

縦割りで決まった領域のサービス提供となるため、利用者にとって分か縦割りで決まった領域のサービス提供となるため、利用者にとって分か縦割りで決まった領域のサービス提供となるため、利用者にとって分か縦割りで決まった領域のサービス提供となるため、利用者にとって分か
りづらい。りづらい。りづらい。りづらい。

■　効果■　効果■　効果■　効果

•裁量型行政からの脱却裁量型行政からの脱却裁量型行政からの脱却裁量型行政からの脱却

地方分権の確立と地域の活性化　→　日本の再生地方分権の確立と地域の活性化　→　日本の再生地方分権の確立と地域の活性化　→　日本の再生地方分権の確立と地域の活性化　→　日本の再生

•コストの削減、効率化コストの削減、効率化コストの削減、効率化コストの削減、効率化

共通的なサービスを一括提供することによるシステム効率化及び運用コストの削減共通的なサービスを一括提供することによるシステム効率化及び運用コストの削減共通的なサービスを一括提供することによるシステム効率化及び運用コストの削減共通的なサービスを一括提供することによるシステム効率化及び運用コストの削減

•ワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービスワンストップサービス

サービス統合、行政ポータル化によるサービス向上サービス統合、行政ポータル化によるサービス向上サービス統合、行政ポータル化によるサービス向上サービス統合、行政ポータル化によるサービス向上

•情報公開サービス情報公開サービス情報公開サービス情報公開サービス

行政情報の徹底的な情報公開による透明化行政情報の徹底的な情報公開による透明化行政情報の徹底的な情報公開による透明化行政情報の徹底的な情報公開による透明化

国国国国国国国国

事業事業事業事業 予算予算予算予算

都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県 都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県

市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村 市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村 市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村

地方交付税地方交付税地方交付税地方交付税
補助金補助金補助金補助金

起債承認起債承認起債承認起債承認

• 自治事務／法定受託事務
• 広域事務
• 市町村との連絡調整　　　など

民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業

調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター調達センター

国国国国国国国国

市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村 市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村市町村
病院病院病院病院病院病院病院病院

情報公開センター情報公開センター情報公開センター情報公開センター情報公開センター情報公開センター情報公開センター情報公開センター

民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業民間企業

機能の縮小機能の縮小機能の縮小機能の縮小
↓↓↓↓

集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括集中・集約と標準化を統括

経営基盤の確立経営基盤の確立経営基盤の確立経営基盤の確立
（規模（規模（規模（規模    ＝＝＝＝    合併、統合）合併、統合）合併、統合）合併、統合）

集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　集中・集約と標準化　を行い、を行い、を行い、を行い、
効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る効率的な機能実現とコスト削減を図る

都道府県で運営都道府県で運営都道府県で運営都道府県で運営
•運用の外部委託運用の外部委託運用の外部委託運用の外部委託
•民間への移行民間への移行民間への移行民間への移行
•情報の公開情報の公開情報の公開情報の公開

住民住民住民住民住民住民住民住民 住民住民住民住民住民住民住民住民

ASPASPASPASPセンターセンターセンターセンターASPASPASPASPセンターセンターセンターセンター

　共通サービスの提供　共通サービスの提供　共通サービスの提供　共通サービスの提供権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

権
限
・財
源
の
移
譲

［小さな政府］［小さな政府］［小さな政府］［小さな政府］

• 役割の役割の役割の役割の
見直し見直し見直し見直し

• 市町村への市町村への市町村への市町村への
機能移管機能移管機能移管機能移管

［行政の主体］［行政の主体］［行政の主体］［行政の主体］
•サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充サービスの拡充
•経営経営経営経営

機能の変質（高度化）
責任の増加

都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県

処理センター処理センター処理センター処理センター処理センター処理センター処理センター処理センター

• 国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務国、都道府県から委譲された業務
• 従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務従来からの都道府県・市区町村の業務
　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）　（都道府県、市区町村での利用）

都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県都道府県

•自治事務
•事業（上下水道・ゴミ処理）　など

• 産業廃棄物管理

• 自然保護地域における
建築行為の認定

• 個人情報取扱業許可認
定業務

• パスポートの交付　等の
県が行う業務

(例）

都道府県業務の
市区町村への権限委譲

ポ
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サ
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サ
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学校学校学校学校学校学校学校学校

InternetInternet
• ワンストップワンストップワンストップワンストップ

サービスサービスサービスサービス

• ノンストップノンストップノンストップノンストップ
サービスサービスサービスサービス

• マルチアクセスマルチアクセスマルチアクセスマルチアクセス

経営マネジメント経営マネジメント経営マネジメント経営マネジメント
システム導入システム導入システム導入システム導入

事業の民営化・事業の民営化・事業の民営化・事業の民営化・
アウトソーシングアウトソーシングアウトソーシングアウトソーシング

•ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理ゴミ収集・処理
•給食センター給食センター給食センター給食センター

(例）

グローバルグローバルグローバルグローバルグローバルグローバルグローバルグローバル
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５－２．２００３年～の電子社会イメージ（行政機関のネット調達センター）

■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会 ■　２００３年～の行政ネット調達センター■　２００３年～の行政ネット調達センター■　２００３年～の行政ネット調達センター■　２００３年～の行政ネット調達センター

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•業者登録業者登録業者登録業者登録

自治体毎に会計部門を持ち、個別に登録された業者からの調達する方自治体毎に会計部門を持ち、個別に登録された業者からの調達する方自治体毎に会計部門を持ち、個別に登録された業者からの調達する方自治体毎に会計部門を持ち、個別に登録された業者からの調達する方

式のため多くの供給者からの調達を実施できない。（自治体側）式のため多くの供給者からの調達を実施できない。（自治体側）式のため多くの供給者からの調達を実施できない。（自治体側）式のため多くの供給者からの調達を実施できない。（自治体側）

各々の自治体に業者登録をしなければならず、業者登録の手続きが面各々の自治体に業者登録をしなければならず、業者登録の手続きが面各々の自治体に業者登録をしなければならず、業者登録の手続きが面各々の自治体に業者登録をしなければならず、業者登録の手続きが面

倒。（供給者側）倒。（供給者側）倒。（供給者側）倒。（供給者側）

•調達情報の取得（供給者側）調達情報の取得（供給者側）調達情報の取得（供給者側）調達情報の取得（供給者側）

各々の自治体で調達情報の提供を行うため、情報の取得が非効率。各々の自治体で調達情報の提供を行うため、情報の取得が非効率。各々の自治体で調達情報の提供を行うため、情報の取得が非効率。各々の自治体で調達情報の提供を行うため、情報の取得が非効率。

•システム／手続き等におけるコスト（自治体側）システム／手続き等におけるコスト（自治体側）システム／手続き等におけるコスト（自治体側）システム／手続き等におけるコスト（自治体側）

各々の自治体で、調達に係る同様のシステムを用意する必要がある。各々の自治体で、調達に係る同様のシステムを用意する必要がある。各々の自治体で、調達に係る同様のシステムを用意する必要がある。各々の自治体で、調達に係る同様のシステムを用意する必要がある。

また、その運用や処理手続きを各自治体で同様に実施しなければならまた、その運用や処理手続きを各自治体で同様に実施しなければならまた、その運用や処理手続きを各自治体で同様に実施しなければならまた、その運用や処理手続きを各自治体で同様に実施しなければなら

ない。ない。ない。ない。

■　効果■　効果■　効果■　効果

•ワンストップサービス化ワンストップサービス化ワンストップサービス化ワンストップサービス化

調達にかかわる情報、手続きが集約される。調達にかかわる情報、手続きが集約される。調達にかかわる情報、手続きが集約される。調達にかかわる情報、手続きが集約される。

•コスト削減（システム／運用面）コスト削減（システム／運用面）コスト削減（システム／運用面）コスト削減（システム／運用面）

システムの統合により、各自治体のシステム導入コストの削減、およシステムの統合により、各自治体のシステム導入コストの削減、およシステムの統合により、各自治体のシステム導入コストの削減、およシステムの統合により、各自治体のシステム導入コストの削減、およ

び調達に係る運用や処理手続きコストの削減が図れる。び調達に係る運用や処理手続きコストの削減が図れる。び調達に係る運用や処理手続きコストの削減が図れる。び調達に係る運用や処理手続きコストの削減が図れる。

例：米国（ＧＳＡ）でのネット調達センターでは、例：米国（ＧＳＡ）でのネット調達センターでは、例：米国（ＧＳＡ）でのネット調達センターでは、例：米国（ＧＳＡ）でのネット調達センターでは、94949494年度から年度から年度から年度から99999999年度の年度の年度の年度の

6666年間に、年間に、年間に、年間に、間接経費を間接経費を間接経費を間接経費を13131313％、％、％、％、127127127127億ドルの削減億ドルの削減億ドルの削減億ドルの削減を達成を達成を達成を達成

•コスト削減（購入価格面）コスト削減（購入価格面）コスト削減（購入価格面）コスト削減（購入価格面）

複数の自治体からの調達をまとめることにより、大量購入が可能とな複数の自治体からの調達をまとめることにより、大量購入が可能とな複数の自治体からの調達をまとめることにより、大量購入が可能とな複数の自治体からの調達をまとめることにより、大量購入が可能とな

り購入価格の削減が図れる。り購入価格の削減が図れる。り購入価格の削減が図れる。り購入価格の削減が図れる。
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５－３．グローバルな電子商取引事例（貿易金融ＥＤＩ）

■　現状の貿易書類の流れ■　現状の貿易書類の流れ■　現状の貿易書類の流れ■　現状の貿易書類の流れ ■　貿易金融ＥＤＩ導入後の貿易手続きネットワーク■　貿易金融ＥＤＩ導入後の貿易手続きネットワーク■　貿易金融ＥＤＩ導入後の貿易手続きネットワーク■　貿易金融ＥＤＩ導入後の貿易手続きネットワーク

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•当事者間（行政、業種、企業）毎に異なる文書様式（最大４０種）。当事者間（行政、業種、企業）毎に異なる文書様式（最大４０種）。当事者間（行政、業種、企業）毎に異なる文書様式（最大４０種）。当事者間（行政、業種、企業）毎に異なる文書様式（最大４０種）。

•書類作成に関わる非生産的な事務コスト。受け取った文書の「伝統技書類作成に関わる非生産的な事務コスト。受け取った文書の「伝統技書類作成に関わる非生産的な事務コスト。受け取った文書の「伝統技書類作成に関わる非生産的な事務コスト。受け取った文書の「伝統技

能」的チェック方法。能」的チェック方法。能」的チェック方法。能」的チェック方法。    （貿易取引金額の７％は、書類作成に関わる事務（貿易取引金額の７％は、書類作成に関わる事務（貿易取引金額の７％は、書類作成に関わる事務（貿易取引金額の７％は、書類作成に関わる事務

コスト。日本の年間貿易取引額８０兆の内、５．６兆円は事務コスト）コスト。日本の年間貿易取引額８０兆の内、５．６兆円は事務コスト）コスト。日本の年間貿易取引額８０兆の内、５．６兆円は事務コスト）コスト。日本の年間貿易取引額８０兆の内、５．６兆円は事務コスト）

•紙の文書の郵便、独自集配、宅配便、国際宅配便による輸送。（低ス紙の文書の郵便、独自集配、宅配便、国際宅配便による輸送。（低ス紙の文書の郵便、独自集配、宅配便、国際宅配便による輸送。（低ス紙の文書の郵便、独自集配、宅配便、国際宅配便による輸送。（低ス

ピード、高コスト）ピード、高コスト）ピード、高コスト）ピード、高コスト）

•貨物が到着しても、書類が到着していないため、荷物の引き取りがで貨物が到着しても、書類が到着していないため、荷物の引き取りがで貨物が到着しても、書類が到着していないため、荷物の引き取りがで貨物が到着しても、書類が到着していないため、荷物の引き取りがで

きない。（きない。（きない。（きない。（B/LB/LB/LB/Lクライシス）クライシス）クライシス）クライシス）

■　効果■　効果■　効果■　効果

•インターネットを利用したインターネットを利用したインターネットを利用したインターネットを利用した誰でも利用可能な設備性・操作性誰でも利用可能な設備性・操作性誰でも利用可能な設備性・操作性誰でも利用可能な設備性・操作性による電子貿易手による電子貿易手による電子貿易手による電子貿易手

続きの実現。続きの実現。続きの実現。続きの実現。

•ＸＭＬ技術を利用したＸＭＬ技術を利用したＸＭＬ技術を利用したＸＭＬ技術を利用した書類間項目の自動チェック書類間項目の自動チェック書類間項目の自動チェック書類間項目の自動チェック（効率化）。（効率化）。（効率化）。（効率化）。

•貿易ネットワークサービス会社間《貿易ネットワークサービス会社間《貿易ネットワークサービス会社間《貿易ネットワークサービス会社間《TEDITEDITEDITEDI（（（（日本）、日本）、日本）、日本）、TradeNetTradeNetTradeNetTradeNet((((シンガポール）、シンガポール）、シンガポール）、シンガポール）、

TradelinkTradelinkTradelinkTradelink（（（（香港）、香港）、香港）、香港）、TradeVanTradeVanTradeVanTradeVan（（（（台湾）、台湾）、台湾）、台湾）、    KTNETKTNETKTNETKTNET（（（（韓国）韓国）韓国）韓国）    》の連携による》の連携による》の連携による》の連携による国際間の国際間の国際間の国際間の

貿易関連文書の交換貿易関連文書の交換貿易関連文書の交換貿易関連文書の交換。（時間短縮７日～１０日→２日～４日、コストダウン、新。（時間短縮７日～１０日→２日～４日、コストダウン、新。（時間短縮７日～１０日→２日～４日、コストダウン、新。（時間短縮７日～１０日→２日～４日、コストダウン、新

ビジネスの創設）　ビジネスの創設）　ビジネスの創設）　ビジネスの創設）　[[[[２００２年～２００２年～２００２年～２００２年～]]]]

•貿易に関わる行政貿易に関わる行政貿易に関わる行政貿易に関わる行政----企業間手続き（税関、輸出入許可、検疫）のネットワーク企業間手続き（税関、輸出入許可、検疫）のネットワーク企業間手続き（税関、輸出入許可、検疫）のネットワーク企業間手続き（税関、輸出入許可、検疫）のネットワーク

窓口の統一による窓口の統一による窓口の統一による窓口の統一によるワンストップサービスの実現ワンストップサービスの実現ワンストップサービスの実現ワンストップサービスの実現。（時間短縮、コストダウン）　。（時間短縮、コストダウン）　。（時間短縮、コストダウン）　。（時間短縮、コストダウン）　 [ [ [ [

２００３年～２００３年～２００３年～２００３年～]]]]

•政府間の貿易手続き関連書類の統一化による効率化。　政府間の貿易手続き関連書類の統一化による効率化。　政府間の貿易手続き関連書類の統一化による効率化。　政府間の貿易手続き関連書類の統一化による効率化。　[[[[２００３年以降２００３年以降２００３年以降２００３年以降]]]]

輸入者輸入者輸入者輸入者

発行銀行発行銀行発行銀行発行銀行８．船荷証券８．船荷証券８．船荷証券８．船荷証券買取銀行買取銀行買取銀行買取銀行

輸出者輸出者輸出者輸出者
保険会社保険会社保険会社保険会社

１．売買契約書１．売買契約書１．売買契約書１．売買契約書

５．船荷証５．船荷証５．船荷証５．船荷証
券券券券

４．保険証書４．保険証書４．保険証書４．保険証書

輸出入管理輸出入管理輸出入管理輸出入管理
（経済産業省（経済産業省（経済産業省（経済産業省::::JETRASJETRASJETRASJETRAS））））

支払支払支払支払

運輸会社運輸会社運輸会社運輸会社

６．貨物６．貨物６．貨物６．貨物

税関（財務省税関（財務省税関（財務省税関（財務省::::NACCS)NACCS)NACCS)NACCS) 税関税関税関税関

２．輸出許可証２．輸出許可証２．輸出許可証２．輸出許可証

１２．通関許可１２．通関許可１２．通関許可１２．通関許可
証証証証 １１．輸入許可証１１．輸入許可証１１．輸入許可証１１．輸入許可証

３．通関許可証３．通関許可証３．通関許可証３．通関許可証

輸出者輸出者輸出者輸出者

貿易行政手続貿易行政手続貿易行政手続貿易行政手続((((NACCS,JETRASNACCS,JETRASNACCS,JETRASNACCS,JETRAS連携連携連携連携))))

運輸会社運輸会社運輸会社運輸会社

発行銀行発行銀行発行銀行発行銀行

買取銀行買取銀行買取銀行買取銀行

輸入者輸入者輸入者輸入者

保険会社保険会社保険会社保険会社

登録機関登録機関登録機関登録機関

ＴＣＴＣＴＣＴＣ（トレードチェ（トレードチェ（トレードチェ（トレードチェ
イン）サーバイン）サーバイン）サーバイン）サーバ

ＴＣＴＣＴＣＴＣ（トレードチェ（トレードチェ（トレードチェ（トレードチェ

イン）イン）イン）イン）サーバサーバサーバサーバ

貿易行政手続貿易行政手続貿易行政手続貿易行政手続

インボイス、パッキングリスト、証明書等インボイス、パッキングリスト、証明書等インボイス、パッキングリスト、証明書等インボイス、パッキングリスト、証明書等

輸出入管理輸出入管理輸出入管理輸出入管理

電子申請・許可電子申請・許可電子申請・許可電子申請・許可

（貿易書類の（貿易書類の（貿易書類の（貿易書類の
作成、送受信）作成、送受信）作成、送受信）作成、送受信）

（取引、権利の登録）（取引、権利の登録）（取引、権利の登録）（取引、権利の登録）

インターネットインターネットインターネットインターネット

７．買取７．買取７．買取７．買取
９．買取９．買取９．買取９．買取

    １０．船荷証券１０．船荷証券１０．船荷証券１０．船荷証券

－２００１年春より実用化開始－

【国内】【国内】【国内】【国内】 【海外】【海外】【海外】【海外】
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家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭

ＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫ

５－４．２００３年～の電子社会イメージ（学校・地域コミュニティ）

InternetInternet

■　現状の学校・コミュニティ■　現状の学校・コミュニティ■　現状の学校・コミュニティ■　現状の学校・コミュニティ ■　２００３年～の学校・コミュニティ■　２００３年～の学校・コミュニティ■　２００３年～の学校・コミュニティ■　２００３年～の学校・コミュニティ

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•家庭と学校の接点が少ない家庭と学校の接点が少ない家庭と学校の接点が少ない家庭と学校の接点が少ない

ＰＴＡや授業参観、学校便りでの情報ＰＴＡや授業参観、学校便りでの情報ＰＴＡや授業参観、学校便りでの情報ＰＴＡや授業参観、学校便りでの情報

→→→→    【家庭からみた学校での情報が少ない】【家庭からみた学校での情報が少ない】【家庭からみた学校での情報が少ない】【家庭からみた学校での情報が少ない】

ＰＴＡや家庭訪問などでの情報ＰＴＡや家庭訪問などでの情報ＰＴＡや家庭訪問などでの情報ＰＴＡや家庭訪問などでの情報

→→→→    【学校からみた生徒（家庭）の状況・意見等の情報が少ない】【学校からみた生徒（家庭）の状況・意見等の情報が少ない】【学校からみた生徒（家庭）の状況・意見等の情報が少ない】【学校からみた生徒（家庭）の状況・意見等の情報が少ない】

•家庭と地域との接点が少ない家庭と地域との接点が少ない家庭と地域との接点が少ない家庭と地域との接点が少ない

地域コミュニティの喪失地域コミュニティの喪失地域コミュニティの喪失地域コミュニティの喪失

・国民の財産である公共団体の教育コンテンツを充分に活用できてい・国民の財産である公共団体の教育コンテンツを充分に活用できてい・国民の財産である公共団体の教育コンテンツを充分に活用できてい・国民の財産である公共団体の教育コンテンツを充分に活用できてい

ないないないない

二次利用（加工）が難しい二次利用（加工）が難しい二次利用（加工）が難しい二次利用（加工）が難しい

■　効果■　効果■　効果■　効果

•学校と家庭との情報共有学校と家庭との情報共有学校と家庭との情報共有学校と家庭との情報共有

公開授業公開授業公開授業公開授業    →→→→    ネットワークを介して家庭に授業の様子を配信ネットワークを介して家庭に授業の様子を配信ネットワークを介して家庭に授業の様子を配信ネットワークを介して家庭に授業の様子を配信

家庭家庭家庭家庭    →→→→    電子掲示版やネットワークを介した先生と保護者面談電子掲示版やネットワークを介した先生と保護者面談電子掲示版やネットワークを介した先生と保護者面談電子掲示版やネットワークを介した先生と保護者面談

→→→→    【家庭と学校との情報共有と有効利用】【家庭と学校との情報共有と有効利用】【家庭と学校との情報共有と有効利用】【家庭と学校との情報共有と有効利用】

•家庭と地域の交流の促進家庭と地域の交流の促進家庭と地域の交流の促進家庭と地域の交流の促進

ネットワークを介した、居住地域、地方などとの交流ネットワークを介した、居住地域、地方などとの交流ネットワークを介した、居住地域、地方などとの交流ネットワークを介した、居住地域、地方などとの交流

•地域情報の授業への利用地域情報の授業への利用地域情報の授業への利用地域情報の授業への利用

地域の人を講師にしたネットワーク教育（地域の昔などの地域授業地域の人を講師にしたネットワーク教育（地域の昔などの地域授業地域の人を講師にしたネットワーク教育（地域の昔などの地域授業地域の人を講師にしたネットワーク教育（地域の昔などの地域授業））））

→→→→    【地域の財産と有効利用】【地域の財産と有効利用】【地域の財産と有効利用】【地域の財産と有効利用】

学校、家庭、地域が公共団体、学校、家庭、地域が公共団体、学校、家庭、地域が公共団体、学校、家庭、地域が公共団体、NHKNHKNHKNHKなどの教育コンテンツを直接的・積極的に活用できるなどの教育コンテンツを直接的・積極的に活用できるなどの教育コンテンツを直接的・積極的に活用できるなどの教育コンテンツを直接的・積極的に活用できる

家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭

学校学校学校学校学校学校学校学校

授業授業授業授業

•ＰＴＡ
•授業参観

•学校便り
•家庭訪問

地域地域地域地域地域地域地域地域

家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭家庭

教育コンテンツ教育コンテンツ教育コンテンツ教育コンテンツ

公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体

学校学校学校学校学校学校学校学校

公開授業公開授業公開授業公開授業 コンテンツ流通コンテンツ流通コンテンツ流通コンテンツ流通

ContentsContentsContentsContents
 Service  Service  Service  Service 産業産業産業産業

ContentsContentsContentsContents
 Service  Service  Service  Service 産業産業産業産業

データ放送データ放送データ放送データ放送

コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ
センターセンターセンターセンター

コミュニティコミュニティコミュニティコミュニティ
センターセンターセンターセンター

地域情報地域情報地域情報地域情報

コミュニケーションコミュニケーションコミュニケーションコミュニケーション

ＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫＮＨＫ

教育コンテンツ教育コンテンツ教育コンテンツ教育コンテンツ

公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体公共団体

放送放送放送放送

新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ新しい地域コミュニティ
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５－５．２００３年～の電子社会イメージ（ICカードの利用）

診察

カード

■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会■　現状の社会 ■　２００３年～のＩＣカード社会■　２００３年～のＩＣカード社会■　２００３年～のＩＣカード社会■　２００３年～のＩＣカード社会

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•サービス提供者毎のカード発行サービス提供者毎のカード発行サービス提供者毎のカード発行サービス提供者毎のカード発行

　　　　サービス提供者毎にカードが発行されるため、利用者は多くのカードを

　持ち歩かなければならない。

印鑑登録カード、診察カード、ポイントカード

キャッシュカード、クレジットカード、免許証

・・・・全ての人が使える公的な身分証明書がない全ての人が使える公的な身分証明書がない全ての人が使える公的な身分証明書がない全ての人が使える公的な身分証明書がない

運転免許証などを身分証明書として利用しているが、必ずしも全ての

人が運転免許証を持ってはいない。

シルバーパスなどを、自治体が独自に発行し、サービス利用時の身分

証明書として利用している。

■　効果■　効果■　効果■　効果

•複数のサービスを一枚の複数のサービスを一枚の複数のサービスを一枚の複数のサービスを一枚のICICICICカードで利用できる。カードで利用できる。カードで利用できる。カードで利用できる。

公共・民間の様々なサービスを本人情報とアプリケーションのアクセスキーを

利用することで、一枚のICカードで複数のサービスを利用できる。

・・・・公的な身分証明書として利用できる。公的な身分証明書として利用できる。公的な身分証明書として利用できる。公的な身分証明書として利用できる。

本人情報(個人認証用秘密鍵、住民情報、顔写真)をＩＣカードに格納すること

で、本人確認ができる。

市役所

市役所

病院

病院

Point card

印鑑登録

カード

診察

カード

Service

CAED

民間サービス
提供者

サービス提供者
ごとに別々の

カード

複数のサー
ビスを一枚
のカードで！

病院

民間サービス
提供者

（サイバーパスポートとしての利用）（サイバーパスポートとしての利用）（サイバーパスポートとしての利用）（サイバーパスポートとしての利用）

マルチアプリケーションカードマルチアプリケーションカードマルチアプリケーションカードマルチアプリケーションカード
本人情報本人情報本人情報本人情報

　（秘密鍵、住民情報、顔写真）　（秘密鍵、住民情報、顔写真）　（秘密鍵、住民情報、顔写真）　（秘密鍵、住民情報、顔写真）

健康保険証情報　運転免許証健康保険証情報　運転免許証健康保険証情報　運転免許証健康保険証情報　運転免許証

診察情報、キャッシュカード診察情報、キャッシュカード診察情報、キャッシュカード診察情報、キャッシュカード

ポイント情報ポイント情報ポイント情報ポイント情報

 などのアクセスキーを格納などのアクセスキーを格納などのアクセスキーを格納などのアクセスキーを格納

IC cardIC cardIC cardIC card
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電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンターパスポートパスポートパスポートパスポート

センターセンターセンターセンター

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター

５－６．２００３年～の電子社会イメージ（パスポートの取得）

InternetInternet

個人個人個人個人個人個人個人個人

市役所市役所市役所市役所
((((居住地居住地居住地居住地))))

市役所市役所市役所市役所
((((居住地居住地居住地居住地))))

住民票発行住民票発行住民票発行住民票発行

戸籍抄本

住民票

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター

パスポート申請受付パスポート申請受付パスポート申請受付パスポート申請受付

パスポート発行処理パスポート発行処理パスポート発行処理パスポート発行処理

本人確認・引渡し本人確認・引渡し本人確認・引渡し本人確認・引渡し

戸籍抄本発行戸籍抄本発行戸籍抄本発行戸籍抄本発行

■　現状のパスポート取得の流れ■　現状のパスポート取得の流れ■　現状のパスポート取得の流れ■　現状のパスポート取得の流れ ■　２００３年～のパスポート取得の流れ■　２００３年～のパスポート取得の流れ■　２００３年～のパスポート取得の流れ■　２００３年～のパスポート取得の流れ

①
必
要
書
類
取
得

②ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ発行申請

③ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ発行通知

④ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ受取

個人個人個人個人個人個人個人個人

電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所電子市役所

住民票・戸籍データ住民票・戸籍データ住民票・戸籍データ住民票・戸籍データ

電子パスポート電子パスポート電子パスポート電子パスポート
センターセンターセンターセンター

電子パスポート電子パスポート電子パスポート電子パスポート
センターセンターセンターセンター

パスポート申請受付パスポート申請受付パスポート申請受付パスポート申請受付

パスポート発行通知パスポート発行通知パスポート発行通知パスポート発行通知

②必要データ参照

①ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ発行申請

③ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ発行通知

④ﾊﾟｽﾎﾟｰﾄ受取

住民
データ

戸籍
データ

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター((((各地各地各地各地))))

パスポートパスポートパスポートパスポート
センターセンターセンターセンター((((各地各地各地各地))))

本人確認・引渡し本人確認・引渡し本人確認・引渡し本人確認・引渡し

本籍地が異なる場本籍地が異なる場本籍地が異なる場本籍地が異なる場
合別途入手が必要合別途入手が必要合別途入手が必要合別途入手が必要

[ ４日程度 ]

[ 数時間～
１日程度 ]

[7日程度]

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•申請者（個人）が拘束される日数が多い申請者（個人）が拘束される日数が多い申請者（個人）が拘束される日数が多い申請者（個人）が拘束される日数が多い
住民票・戸籍抄本の取得住民票・戸籍抄本の取得住民票・戸籍抄本の取得住民票・戸籍抄本の取得////パスポート発行申請パスポート発行申請パスポート発行申請パスポート発行申請////受取受取受取受取    →→→→    【２～３日間程度】【２～３日間程度】【２～３日間程度】【２～３日間程度】

本籍地が異なる場合には戸籍抄本を入手する手間も発生本籍地が異なる場合には戸籍抄本を入手する手間も発生本籍地が異なる場合には戸籍抄本を入手する手間も発生本籍地が異なる場合には戸籍抄本を入手する手間も発生

•申請してからパスポート取得までの日数がかかる申請してからパスポート取得までの日数がかかる申請してからパスポート取得までの日数がかかる申請してからパスポート取得までの日数がかかる

申請してからパスポート発行通知まで申請してからパスポート発行通知まで申請してからパスポート発行通知まで申請してからパスポート発行通知まで    →→→→    ７日間程度７日間程度７日間程度７日間程度

必要書類取得からパスポート受取必要書類取得からパスポート受取必要書類取得からパスポート受取必要書類取得からパスポート受取    →→→→    【１週間～１０日間程度】【１週間～１０日間程度】【１週間～１０日間程度】【１週間～１０日間程度】

•申請受付・発行申請受付・発行申請受付・発行申請受付・発行

申請受付窓口分の運用コスト申請受付窓口分の運用コスト申請受付窓口分の運用コスト申請受付窓口分の運用コスト

■　効果■　効果■　効果■　効果

•申請者（個人）が拘束される日数短縮申請者（個人）が拘束される日数短縮申請者（個人）が拘束される日数短縮申請者（個人）が拘束される日数短縮
パスポート申請パスポート申請パスポート申請パスポート申請    →→→→    ネットワーク上で場所を拘束されず申請ネットワーク上で場所を拘束されず申請ネットワーク上で場所を拘束されず申請ネットワーク上で場所を拘束されず申請((((２日程度短縮２日程度短縮２日程度短縮２日程度短縮))))

パスポート受取パスポート受取パスポート受取パスポート受取    →→→→    【数時間～１日程度】【数時間～１日程度】【数時間～１日程度】【数時間～１日程度】

•申請してからパスポート取得までの日数短縮申請してからパスポート取得までの日数短縮申請してからパスポート取得までの日数短縮申請してからパスポート取得までの日数短縮
申請受理からパスポート発行通知まで申請受理からパスポート発行通知まで申請受理からパスポート発行通知まで申請受理からパスポート発行通知まで    →→→→    ２日間程度２日間程度２日間程度２日間程度((((５日程度短縮５日程度短縮５日程度短縮５日程度短縮))))

パスポート発行申請からパスポート受取パスポート発行申請からパスポート受取パスポート発行申請からパスポート受取パスポート発行申請からパスポート受取    →→→→    【２～４日間程度】【２～４日間程度】【２～４日間程度】【２～４日間程度】

•申請受付・発行申請受付・発行申請受付・発行申請受付・発行

申請受付・発行を申請受付・発行を申請受付・発行を申請受付・発行を電子化電子化電子化電子化し１ヶ所にし１ヶ所にし１ヶ所にし１ヶ所に集約集約集約集約    →→→→    【効率化】【効率化】【効率化】【効率化】    （システム・運用人員）（システム・運用人員）（システム・運用人員）（システム・運用人員）

[ 数時間～
１日程度 ]

パスポート発行処理パスポート発行処理パスポート発行処理パスポート発行処理

パスポート発行通知パスポート発行通知パスポート発行通知パスポート発行通知

[ ２日程度 ]

[ 数時間～
１日程度 ]

（郵送）

（郵送）

（本人）

（本人）
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職場からの申請職場からの申請職場からの申請職場からの申請と各地区業務と各地区業務と各地区業務と各地区業務

各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請各職場からの申請

AAAA地区地区地区地区

CCCC地区地区地区地区

各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務

シェアド・サービスセンター（業務集中化／アウトソーシング）シェアド・サービスセンター（業務集中化／アウトソーシング）シェアド・サービスセンター（業務集中化／アウトソーシング）シェアド・サービスセンター（業務集中化／アウトソーシング）

現地サポート体制（全国４０ヵ所の地区業務）現地サポート体制（全国４０ヵ所の地区業務）現地サポート体制（全国４０ヵ所の地区業務）現地サポート体制（全国４０ヵ所の地区業務）

各地区／各関係会社での業務処理各地区／各関係会社での業務処理各地区／各関係会社での業務処理各地区／各関係会社での業務処理

５－７．当社の人事・総務・経理ワークフローシステム事例

■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入前■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入前■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入前■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入前 ■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入後■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入後■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入後■　人事・総務・経理ワークフローシステム導入後

■　現状の問題点　■　現状の問題点　■　現状の問題点　■　現状の問題点　＜人事・総務部門　１，１５０名、庶務担当　２，０００名＞＜人事・総務部門　１，１５０名、庶務担当　２，０００名＞＜人事・総務部門　１，１５０名、庶務担当　２，０００名＞＜人事・総務部門　１，１５０名、庶務担当　２，０００名＞

•職場からの申請と各地区業務（紙ベースのため）職場からの申請と各地区業務（紙ベースのため）職場からの申請と各地区業務（紙ベースのため）職場からの申請と各地区業務（紙ベースのため）
事務処理に時間がかかる／情報共有が困難のためチェック者が多い。事務処理に時間がかかる／情報共有が困難のためチェック者が多い。事務処理に時間がかかる／情報共有が困難のためチェック者が多い。事務処理に時間がかかる／情報共有が困難のためチェック者が多い。

転記・再入力が多く非効率。転記・再入力が多く非効率。転記・再入力が多く非効率。転記・再入力が多く非効率。

•旅費手続き旅費手続き旅費手続き旅費手続き
事務処理に工数、時間がかかる。事務処理に工数、時間がかかる。事務処理に工数、時間がかかる。事務処理に工数、時間がかかる。    →→→→    【３～５日】【３～５日】【３～５日】【３～５日】

•各種手続き各種手続き各種手続き各種手続き
どの書類の提出が必要かわかりにくい／用紙の入手に時間がかかる。どの書類の提出が必要かわかりにくい／用紙の入手に時間がかかる。どの書類の提出が必要かわかりにくい／用紙の入手に時間がかかる。どの書類の提出が必要かわかりにくい／用紙の入手に時間がかかる。

記入方法がわかりにくい。記入方法がわかりにくい。記入方法がわかりにくい。記入方法がわかりにくい。

•各地区各地区各地区各地区////各関係会社での業務処理各関係会社での業務処理各関係会社での業務処理各関係会社での業務処理
同様の処理を各地区、各関係会社で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区、各関係会社で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区、各関係会社で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区、各関係会社で重複して業務処理をしている

購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。

•現地サポート体制現地サポート体制現地サポート体制現地サポート体制
各地区で同様の業務の重複／専門的な問合わせへの対応が困難各地区で同様の業務の重複／専門的な問合わせへの対応が困難各地区で同様の業務の重複／専門的な問合わせへの対応が困難各地区で同様の業務の重複／専門的な問合わせへの対応が困難

■　効果　■　効果　■　効果　■　効果　＜人事・総務部門　６００名、庶務担当　１，０００名＞＜人事・総務部門　６００名、庶務担当　１，０００名＞＜人事・総務部門　６００名、庶務担当　１，０００名＞＜人事・総務部門　６００名、庶務担当　１，０００名＞

• マイオフィス（人事・総務・経理ワークフローシステム）と業務集中化マイオフィス（人事・総務・経理ワークフローシステム）と業務集中化マイオフィス（人事・総務・経理ワークフローシステム）と業務集中化マイオフィス（人事・総務・経理ワークフローシステム）と業務集中化
（電子データの利用）（電子データの利用）（電子データの利用）（電子データの利用）
事務処理のスピードアップ事務処理のスピードアップ事務処理のスピードアップ事務処理のスピードアップ

情報共有によるチェック者の削減情報共有によるチェック者の削減情報共有によるチェック者の削減情報共有によるチェック者の削減

転記、再入力がなく、効率的転記、再入力がなく、効率的転記、再入力がなく、効率的転記、再入力がなく、効率的

• マイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システム→→→→    【翌日】【翌日】【翌日】【翌日】

事務処理が効率的、時間の短縮、キャッシュレス化事務処理が効率的、時間の短縮、キャッシュレス化事務処理が効率的、時間の短縮、キャッシュレス化事務処理が効率的、時間の短縮、キャッシュレス化

• 業務集中化／アウトソーシング（シェアド・サービス）業務集中化／アウトソーシング（シェアド・サービス）業務集中化／アウトソーシング（シェアド・サービス）業務集中化／アウトソーシング（シェアド・サービス）
集中処理での効率化集中処理での効率化集中処理での効率化集中処理での効率化

購買業務でのボリュームメリット購買業務でのボリュームメリット購買業務でのボリュームメリット購買業務でのボリュームメリット

• コールセンターコールセンターコールセンターコールセンター
集中処理で効率化集中処理で効率化集中処理で効率化集中処理で効率化

専門的な問合わせ内容への対応が可能専門的な問合わせ内容への対応が可能専門的な問合わせ内容への対応が可能専門的な問合わせ内容への対応が可能

事象別ナビゲーション（特許出願中）事象別ナビゲーション（特許出願中）事象別ナビゲーション（特許出願中）事象別ナビゲーション（特許出願中）

マイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システムマイオフィス旅費システム

マイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィス    と業務集中化と業務集中化と業務集中化と業務集中化
マイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィス

勤怠情報勤怠情報勤怠情報勤怠情報勤怠情報勤怠情報勤怠情報勤怠情報

各職場からの各種伝票申請各職場からの各種伝票申請各職場からの各種伝票申請各職場からの各種伝票申請

情報照会情報照会情報照会情報照会

人事情報人事情報人事情報人事情報人事情報人事情報人事情報人事情報

参照参照参照参照

電子データ電子データ電子データ電子データ

給与明細給与明細給与明細給与明細給与明細給与明細給与明細給与明細

１問１答式で必要書類が自動選択・各項目１問１答式で必要書類が自動選択・各項目１問１答式で必要書類が自動選択・各項目１問１答式で必要書類が自動選択・各項目1111回入力回入力回入力回入力 総務ノウハウのシステム化

①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える
と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動
選択される。選択される。選択される。選択される。

②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し
て順番に入力する。て順番に入力する。て順番に入力する。て順番に入力する。

③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚
目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に
転記される。転記される。転記される。転記される。

①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える①１問１答式の質問に答える
と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動と申請に必要な書類が自動
選択される。選択される。選択される。選択される。

②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し②自動選択された書類に対し
て順番に入力する。て順番に入力する。て順番に入力する。て順番に入力する。

③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚③一度入力された項目は二枚
目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に目以降の書類に自動的に
転記される。転記される。転記される。転記される。マイオフィスマイオフィスマイオフィスマイオフィス

子供が子供が子供が子供が
生まれた生まれた生まれた生まれた!!!!

利用者の状況を利用者の状況を利用者の状況を利用者の状況を
選択すると、選択すると、選択すると、選択すると、

必要な手続きに必要な手続きに必要な手続きに必要な手続きに
導いてくれる。導いてくれる。導いてくれる。導いてくれる。

前精算申請 承認

出張申請者 幹部社員

JR切符・航空券

金融機関

旅費口座へ振込

発券

旅行代理店

伝送処理

日当・宿泊費

翌日朝翌日朝翌日朝翌日朝

14時

全国の各事業所全国の各事業所全国の各事業所全国の各事業所 100100100100関係会社関係会社関係会社関係会社

官庁／金融機関官庁／金融機関官庁／金融機関官庁／金融機関
販売企業販売企業販売企業販売企業

サービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンター

デポセンタｰデポセンタｰデポセンタｰデポセンタｰ
（配送センター）（配送センター）（配送センター）（配送センター）

事務用消耗品事務用消耗品事務用消耗品事務用消耗品

デｰタデｰタデｰタデｰタ

データデータデータデータ

各事業所／各関係会社の各事業所／各関係会社の各事業所／各関係会社の各事業所／各関係会社の
人事・総務・経費精算業務の人事・総務・経費精算業務の人事・総務・経費精算業務の人事・総務・経費精算業務の

集中化（センター化）集中化（センター化）集中化（センター化）集中化（センター化）

社内メｰル便社内メｰル便社内メｰル便社内メｰル便
で配達で配達で配達で配達

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

マ
イ
オ
フ
ィ
ス

ｼｪｱﾄﾞｻｰﾋﾞｽｼｪｱﾄﾞｻｰﾋﾞｽｼｪｱﾄﾞｻｰﾋﾞｽｼｪｱﾄﾞｻｰﾋﾞｽ

コールセンター（職場からの問合せ窓口の一本化）コールセンター（職場からの問合せ窓口の一本化）コールセンター（職場からの問合せ窓口の一本化）コールセンター（職場からの問合せ窓口の一本化）

1111st st st st ラインラインラインライン

専門家へエスカレーション

2222ndndndnd    ラインラインラインライン

給与処理

税務処理

社保手続

購買処理

支払処理

　　　など

職場職場職場職場

ｺｰﾙﾄﾗｯｷﾝｸﾞ
　　ｼｽﾃﾑ

ﾅﾚｯｼﾞﾍﾞｰｽ
E-mail

問い合わせ・相談

ＤＢ

基幹
業務

システム

フロント・オフィスフロント・オフィスフロント・オフィスフロント・オフィス バック・オフィスバック・オフィスバック・オフィスバック・オフィス

申請者申請者申請者申請者

サービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンターサービスセンター

基幹業務基幹業務基幹業務基幹業務
システムシステムシステムシステム

基幹業務基幹業務基幹業務基幹業務
システムシステムシステムシステム

管理職管理職管理職管理職

電子データ電子データ電子データ電子データ

職制表職制表職制表職制表職制表職制表職制表職制表

人事異動人事異動人事異動人事異動人事異動人事異動人事異動人事異動

支
払
処
理

業務集中化／アウトソーシング業務集中化／アウトソーシング業務集中化／アウトソーシング業務集中化／アウトソーシング

電話帳電話帳電話帳電話帳電話帳電話帳電話帳電話帳

電
子
デ
｜
タ

各種の手続き各種の手続き各種の手続き各種の手続き

旅費手続き旅費手続き旅費手続き旅費手続き

就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠

旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤

人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育

給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保

購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替

各種伝票申請各種伝票申請各種伝票申請各種伝票申請

給与振込
旅費振込
財形貯蓄
生命保険

金融機関金融機関金融機関金融機関

        各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務各地区業務

基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム基幹業務システム

管理職管理職管理職管理職

5555枚の申請書記入枚の申請書記入枚の申請書記入枚の申請書記入 不明点は各地区の総務に問い合わせ

？
健康保険
被扶養者届

家族手当
申請書

扶養控除
申告書

健康保険被保険者配
偶者出産育児
一時金請求書

家族異動
変更届

住所・氏名等同じ内容を住所・氏名等同じ内容を住所・氏名等同じ内容を住所・氏名等同じ内容を
何度も記入何度も記入何度も記入何度も記入する煩わしさする煩わしさする煩わしさする煩わしさ

子供が子供が子供が子供が
生まれた生まれた生まれた生まれた!!!!

申請

入力入力入力入力

AAAA地区地区地区地区

BBBB地区地区地区地区

CCCC地区地区地区地区

BBBB地区地区地区地区

αααα関係会社関係会社関係会社関係会社

申請者申請者申請者申請者

申請
紙で紙で紙で紙で
回送回送回送回送

販売企業販売企業販売企業販売企業

BBBB地区地区地区地区

税務署税務署税務署税務署

社会保険事務所社会保険事務所社会保険事務所社会保険事務所

支
払
処
理

紙で紙で紙で紙で
回送回送回送回送

就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠就業／勤怠

旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤旅費／通勤

人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育人事／教育

給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保給与／健保

購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替購買／立替 稟議稟議稟議稟議稟議稟議稟議稟議

給与振込
旅費振込
財形貯蓄
生命保険

金融機関金融機関金融機関金融機関

販売企業販売企業販売企業販売企業

税務署税務署税務署税務署

社会保険事務所社会保険事務所社会保険事務所社会保険事務所

A地区管理部門

AAAA地区事業所地区事業所地区事業所地区事業所

官庁／金融機関官庁／金融機関官庁／金融機関官庁／金融機関AAAA地区の販売企業地区の販売企業地区の販売企業地区の販売企業

事務用消耗品事務用消耗品事務用消耗品事務用消耗品

給与処理

税務処理

社保手続

購買処理

　支払処理など

AAAA職場職場職場職場

問い合わせ・
相談

A地区サポート

紙紙紙紙

紙紙紙紙

FaxFaxFaxFax

紙紙紙紙

AAAA地区地区地区地区

紙紙紙紙
紙紙紙紙

仮払申請 承認

出張申請者 管理職

JR切符・航空券

出納窓口

現金渡し

発券

旅行代理店

旅費

紙で回送 紙で回送

業務管理職

紙で提出

紙紙紙紙 紙紙紙紙

紙紙紙紙

経理管理職

紙で回送

紙紙紙紙

業務担当業務担当業務担当業務担当

申請

業務管理職業務管理職業務管理職業務管理職

申請

申請

チェック

業務担当

紙で回送

紙紙紙紙

承認 チェック

経理担当

紙で回送

紙紙紙紙

承認

紙で紙で紙で紙で
回送回送回送回送

統合

統合

手順
削減

手順
削減
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社内ﾈｯﾄﾜｰｸ
利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門

InternetInternet

５－８．当社の総務購買ＥＤＩ事例

■　総務購買ＥＤＩシステム導入前■　総務購買ＥＤＩシステム導入前■　総務購買ＥＤＩシステム導入前■　総務購買ＥＤＩシステム導入前 ■　総務購買ＥＤＩシステム導入後■　総務購買ＥＤＩシステム導入後■　総務購買ＥＤＩシステム導入後■　総務購買ＥＤＩシステム導入後

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•各地区での購買業務処理各地区での購買業務処理各地区での購買業務処理各地区での購買業務処理
同様の処理を各地区で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区で重複して業務処理をしている同様の処理を各地区で重複して業務処理をしている

総務部門毎の担当者を配置総務部門毎の担当者を配置総務部門毎の担当者を配置総務部門毎の担当者を配置    →→→→    【１１０名】【１１０名】【１１０名】【１１０名】

購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。購買業務のボリュームメリットがない。

•購入手続き購入手続き購入手続き購入手続き
総務部門からの取引き先への見積依頼／注文書等を紙で処理総務部門からの取引き先への見積依頼／注文書等を紙で処理総務部門からの取引き先への見積依頼／注文書等を紙で処理総務部門からの取引き先への見積依頼／注文書等を紙で処理

•調達リードタイムが長い調達リードタイムが長い調達リードタイムが長い調達リードタイムが長い
各地区総務部門からの人を介した購入手続きを行うため、利用部門が購入依頼各地区総務部門からの人を介した購入手続きを行うため、利用部門が購入依頼各地区総務部門からの人を介した購入手続きを行うため、利用部門が購入依頼各地区総務部門からの人を介した購入手続きを行うため、利用部門が購入依頼

をしてから、実際に発注されるまでに時間がかかる。をしてから、実際に発注されるまでに時間がかかる。をしてから、実際に発注されるまでに時間がかかる。をしてから、実際に発注されるまでに時間がかかる。    →→→→    【７日】【７日】【７日】【７日】

■　効果■　効果■　効果■　効果

• 総務購買業務の効率化総務購買業務の効率化総務購買業務の効率化総務購買業務の効率化
総務購買業務を１ヶ所に集約し効率化総務購買業務を１ヶ所に集約し効率化総務購買業務を１ヶ所に集約し効率化総務購買業務を１ヶ所に集約し効率化

•購買業務工数購買業務工数購買業務工数購買業務工数    →→→→    【３割削減】【３割削減】【３割削減】【３割削減】

•要員のパワーシフト要員のパワーシフト要員のパワーシフト要員のパワーシフト    →→→→    【２２名】【２２名】【２２名】【２２名】

• ペーパレスペーパレスペーパレスペーパレス
利用部門から取引先までの購買業務プロセスを電子化利用部門から取引先までの購買業務プロセスを電子化利用部門から取引先までの購買業務プロセスを電子化利用部門から取引先までの購買業務プロセスを電子化

•見積依頼書／注文書等見積依頼書／注文書等見積依頼書／注文書等見積依頼書／注文書等    →→→→    【１００万枚／年の削減】【１００万枚／年の削減】【１００万枚／年の削減】【１００万枚／年の削減】

• 調達リードタイムの短縮調達リードタイムの短縮調達リードタイムの短縮調達リードタイムの短縮
購入依頼から発注まで購入依頼から発注まで購入依頼から発注まで購入依頼から発注まで    →→→→    【２日】【２日】【２日】【２日】

• コスト削減コスト削減コスト削減コスト削減
通信費／郵便料通信費／郵便料通信費／郵便料通信費／郵便料    →→→→    【２５０万／年の削減】【２５０万／年の削減】【２５０万／年の削減】【２５０万／年の削減】

AAAA社社社社AAAA社社社社

見積回答見積回答見積回答見積回答

利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門

総務サービス総務サービス総務サービス総務サービス
センターセンターセンターセンター
総務サービス総務サービス総務サービス総務サービス
センターセンターセンターセンター

オープン
な取引

・
・・

総務購買
業務の集約

受注処理受注処理受注処理受注処理

CCCC社社社社CCCC社社社社

見積回答見積回答見積回答見積回答

受注処理受注処理受注処理受注処理

見積依頼見積依頼見積依頼見積依頼

発注発注発注発注

検収検収検収検収

利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門

見積依頼見積依頼見積依頼見積依頼

発注発注発注発注

検収検収検収検収

・
・・

AAAA社社社社AAAA社社社社

利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門利用部門

各地区各地区各地区各地区
総務部門総務部門総務部門総務部門
各地区各地区各地区各地区
総務部門総務部門総務部門総務部門

・
・・

各地区での
購買業務

CCCC社社社社CCCC社社社社

総務購買総務購買総務購買総務購買
EDIEDIEDIEDIシステムシステムシステムシステム

•見積依頼確認
•見積回答作成

見積回答査定
（人手による
集計作業）

• 取引先選定
• 帳票印刷後

ＦＡＸ送信

電子
メール

ＦＡＸ

ＦＡＸ

• 購入物件の
    見積依頼を
    メール送信

• 購入先からの
見積回答を

    メール受信

①

②

③

④

⑤
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５－９．自治体でのCRM（Citizen Relationship Management）システム

InternetInternet

自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体

■　自治体ＣＲＭシステム導入前■　自治体ＣＲＭシステム導入前■　自治体ＣＲＭシステム導入前■　自治体ＣＲＭシステム導入前 ■　自治体ＣＲＭシステム導入後■　自治体ＣＲＭシステム導入後■　自治体ＣＲＭシステム導入後■　自治体ＣＲＭシステム導入後

■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点■　現状の問題点

•行政への問合せ行政への問合せ行政への問合せ行政への問合せ
メール、電話・ＦＡＸなどのテレホンサービスもあるが、窓口に直接出向き問合せメール、電話・ＦＡＸなどのテレホンサービスもあるが、窓口に直接出向き問合せメール、電話・ＦＡＸなどのテレホンサービスもあるが、窓口に直接出向き問合せメール、電話・ＦＡＸなどのテレホンサービスもあるが、窓口に直接出向き問合せ

をしなければならないをしなければならないをしなければならないをしなければならない【１人の職員での対応件数には限界がある。】【１人の職員での対応件数には限界がある。】【１人の職員での対応件数には限界がある。】【１人の職員での対応件数には限界がある。】

専門的な業務に関連する問合せについては、担当部署に廻して対応するため、専門的な業務に関連する問合せについては、担当部署に廻して対応するため、専門的な業務に関連する問合せについては、担当部署に廻して対応するため、専門的な業務に関連する問合せについては、担当部署に廻して対応するため、

住民は同じ問合せを何回もしなければならない住民は同じ問合せを何回もしなければならない住民は同じ問合せを何回もしなければならない住民は同じ問合せを何回もしなければならない

•行政情報の入手行政情報の入手行政情報の入手行政情報の入手
住民からは、広報誌・行政番組や、住民からの問合せ等で情報を入手しなけれ住民からは、広報誌・行政番組や、住民からの問合せ等で情報を入手しなけれ住民からは、広報誌・行政番組や、住民からの問合せ等で情報を入手しなけれ住民からは、広報誌・行政番組や、住民からの問合せ等で情報を入手しなけれ

ばならないばならないばならないばならない【行政サービスの享受対象者でもサービスがある事を知らない】【行政サービスの享受対象者でもサービスがある事を知らない】【行政サービスの享受対象者でもサービスがある事を知らない】【行政サービスの享受対象者でもサービスがある事を知らない】

•行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握
住民からの問合せ内容などの記録をすべてとるのは難しいので、問合せ内容か住民からの問合せ内容などの記録をすべてとるのは難しいので、問合せ内容か住民からの問合せ内容などの記録をすべてとるのは難しいので、問合せ内容か住民からの問合せ内容などの記録をすべてとるのは難しいので、問合せ内容か

らの住民情報（ニーズ等）の把握が難しいらの住民情報（ニーズ等）の把握が難しいらの住民情報（ニーズ等）の把握が難しいらの住民情報（ニーズ等）の把握が難しい

■　効果■　効果■　効果■　効果

• 行政窓口業務の効率化行政窓口業務の効率化行政窓口業務の効率化行政窓口業務の効率化
コールセンター業務を１ヶ所に集約し効率化コールセンター業務を１ヶ所に集約し効率化コールセンター業務を１ヶ所に集約し効率化コールセンター業務を１ヶ所に集約し効率化

件数の多い問合わせについて自動応答システムで回答件数の多い問合わせについて自動応答システムで回答件数の多い問合わせについて自動応答システムで回答件数の多い問合わせについて自動応答システムで回答

Ｉｎｔｅｒｎｅｔ，電話、ＦＡＸなど複数のアクセス手段でのサポート窓口を提供Ｉｎｔｅｒｎｅｔ，電話、ＦＡＸなど複数のアクセス手段でのサポート窓口を提供Ｉｎｔｅｒｎｅｔ，電話、ＦＡＸなど複数のアクセス手段でのサポート窓口を提供Ｉｎｔｅｒｎｅｔ，電話、ＦＡＸなど複数のアクセス手段でのサポート窓口を提供

【専任の窓口対応要員による住民サポート実施】【専任の窓口対応要員による住民サポート実施】【専任の窓口対応要員による住民サポート実施】【専任の窓口対応要員による住民サポート実施】

• 住民へのサービス向上住民へのサービス向上住民へのサービス向上住民へのサービス向上
電子自治体実現時の入力方法等の行政サポートの実施電子自治体実現時の入力方法等の行政サポートの実施電子自治体実現時の入力方法等の行政サポートの実施電子自治体実現時の入力方法等の行政サポートの実施

住民情報から、住民が享受する事ができる行政サービスを住民に案内住民情報から、住民が享受する事ができる行政サービスを住民に案内住民情報から、住民が享受する事ができる行政サービスを住民に案内住民情報から、住民が享受する事ができる行政サービスを住民に案内

【行政サービスの享受対象者へのサービス機会の通知】【行政サービスの享受対象者へのサービス機会の通知】【行政サービスの享受対象者へのサービス機会の通知】【行政サービスの享受対象者へのサービス機会の通知】

• 行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握行政機関での住民情報の把握
住民からの問合せ内容等から住民情報（ニーズ等）の把握住民からの問合せ内容等から住民情報（ニーズ等）の把握住民からの問合せ内容等から住民情報（ニーズ等）の把握住民からの問合せ内容等から住民情報（ニーズ等）の把握

ＣＲＭセンターを活用したパブリックコメント等の収集や行政評価ＣＲＭセンターを活用したパブリックコメント等の収集や行政評価ＣＲＭセンターを活用したパブリックコメント等の収集や行政評価ＣＲＭセンターを活用したパブリックコメント等の収集や行政評価

ＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンターＣＲＭセンター

サポート
窓口の集約

住民住民住民住民住民住民住民住民

行政手続き行政手続き行政手続き行政手続き

窓口窓口窓口窓口
システムシステムシステムシステム

住民住民住民住民住民住民住民住民

自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体

申請・届出申請・届出申請・届出申請・届出

•テレホンサービス
（電話・FAX）

•窓口に出向く

•広報誌
•行政番組　等

自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体自治体

電子申請・届出電子申請・届出電子申請・届出電子申請・届出

行政相談行政相談行政相談行政相談行政相談行政相談行政相談行政相談

問合わせ問合わせ問合わせ問合わせ

•行政手続き

•入力方法等
の問合せ

•行政情報の
提供

•問合せ状況
の提供

•新サービス
の情報
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６．電子行政実現に向けての取組み

１．電子行政実現にむけたビジョンの確立１．電子行政実現にむけたビジョンの確立１．電子行政実現にむけたビジョンの確立１．電子行政実現にむけたビジョンの確立

• 情報の重要性を認識し、戦略的に取組むための責任者の位置付けと組織
の明確化

→上位幹部クラスのＩＴ推進マネージャー（民間におけるＣＩＯのポジション）
を中心とした推進体制の確立

３．推進体制の確立３．推進体制の確立３．推進体制の確立３．推進体制の確立

• ＩＴ化に対応した人材の育成

• 政策立案・経営などの新しい役割を担う人材の育成

• 電子行政の実現に伴う、新しいサービスへの人材シフトの仕組み

（効率化による介護、福祉などの新しいサービスに向けた教育の仕組み
と人員再配置）

４．人材の育成４．人材の育成４．人材の育成４．人材の育成

• 首長自らが先頭に立ち、ビジョンの浸透とビジョン実現にむけてのアクション
プランの策定や予算化など、具体的施策の推進

２．首長のリーダーシップ２．首長のリーダーシップ２．首長のリーダーシップ２．首長のリーダーシップ

• 地域特性などを考慮した、電子行政実現後の市民生活の姿、行政の姿など
具体的ビジョンの確立

• 守秘義務／個人プライバシー／著作権／デジタルデバイド／公共インフラ
の制約／セキュリティなど、様々な課題の解決

５．様々な課題解決への取組み５．様々な課題解決への取組み５．様々な課題解決への取組み５．様々な課題解決への取組み

※ＣＩＯ：Chief Information Officer

横断的責任体制

知事

推進責任者

業務改革室
（仮称）

ＷＧ ＷＧ ＷＧ

•

情
報
共
有
化
Ｗ
Ｇ

•

業
務
改
革
Ｗ
Ｇ

•

情
報
公
開
Ｗ
Ｇ

出納局 総務部
企画
振興部

電子行政の推進体制（例）電子行政の推進体制（例）電子行政の推進体制（例）電子行政の推進体制（例）
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７．電子行政に向けての実現ステップ

１９９９年度 ２０００年度 ２００１年度 ２００２年度 ２００３年度 ２００４年度 ２００５年度

住民基本台帳法改正住民基本台帳法改正住民基本台帳法改正住民基本台帳法改正

▽▽▽▽

住民基本台帳ネットワークの整備住民基本台帳ネットワークの整備住民基本台帳ネットワークの整備住民基本台帳ネットワークの整備

および行政および行政および行政および行政ICICICICカードの利用カードの利用カードの利用カードの利用

内部稼動内部稼動内部稼動内部稼動（８月） 全国一斉稼動全国一斉稼動全国一斉稼動全国一斉稼動

（８月）

調査研究調査研究調査研究調査研究

実証実験実証実験実証実験実証実験

（都道府県政令市）

　総合行政ネットワークの　総合行政ネットワークの　総合行政ネットワークの　総合行政ネットワークの

整備都道府県・政令指定都市整備都道府県・政令指定都市整備都道府県・政令指定都市整備都道府県・政令指定都市

（2001年度まで）

その他市町村その他市町村その他市町村その他市町村

（2003年度まで）

組織認証基盤整備組織認証基盤整備組織認証基盤整備組織認証基盤整備

都道府県・政令指定都市都道府県・政令指定都市都道府県・政令指定都市都道府県・政令指定都市

組織認証基盤整備組織認証基盤整備組織認証基盤整備組織認証基盤整備

その他市町村その他市町村その他市町村その他市町村

個人認証基盤整備個人認証基盤整備個人認証基盤整備個人認証基盤整備 運用運用運用運用
開始開始開始開始
▽▽▽▽

情報公開法情報公開法情報公開法情報公開法
成立成立成立成立
▽▽▽▽

※※※※中央省庁ではすでに電子情報公中央省庁ではすでに電子情報公中央省庁ではすでに電子情報公中央省庁ではすでに電子情報公
開法へ向けた情報基盤を整備中開法へ向けた情報基盤を整備中開法へ向けた情報基盤を整備中開法へ向けた情報基盤を整備中

情報公開法情報公開法情報公開法情報公開法
施行施行施行施行
▽▽▽▽

地方分権地方分権地方分権地方分権
一括法施行一括法施行一括法施行一括法施行

▽▽▽▽

省庁再編省庁再編省庁再編省庁再編

▽▽▽▽

電子署名電子署名電子署名電子署名
法施行法施行法施行法施行
▽▽▽▽ 電子商取引電子商取引電子商取引電子商取引

地上波デジタル放送地上波デジタル放送地上波デジタル放送地上波デジタル放送
３大広域圏で開始

電子政府の基盤構築電子政府の基盤構築電子政府の基盤構築電子政府の基盤構築

（（（（ミレニアム・プロジェクト）ミレニアム・プロジェクト）ミレニアム・プロジェクト）ミレニアム・プロジェクト）　⇒　ITITITIT基本法基本法基本法基本法　→　e-Japan戦略

情報スーパーハイウェイ情報スーパーハイウェイ情報スーパーハイウェイ情報スーパーハイウェイ
（基幹ネットワーク構築／基幹ネットワークの本格的運用）（基幹ネットワーク構築／基幹ネットワークの本格的運用）（基幹ネットワーク構築／基幹ネットワークの本格的運用）（基幹ネットワーク構築／基幹ネットワークの本格的運用）

CATV,CATV,CATV,CATV,ＡＤＳＬ等のアクセスインフラ導入ＡＤＳＬ等のアクセスインフラ導入ＡＤＳＬ等のアクセスインフラ導入ＡＤＳＬ等のアクセスインフラ導入

行政間連携

電子自治体の実現電子自治体の実現電子自治体の実現電子自治体の実現

マルチアプリケーション
サービス

電子自治体の基盤

認証基盤（組織・個人）

総合行政ネットワーク

住民基本台帳ネットワーク
拡充拡充拡充拡充

民間サービスとの連携

ＩＴ戦略ＩＴ戦略ＩＴ戦略ＩＴ戦略
の具体化の具体化の具体化の具体化

企画／実証実験企画／実証実験企画／実証実験企画／実証実験

開発／運用開発／運用開発／運用開発／運用




